
 

意見書案第９号 

 

長時間労働の是正のための教職員定数増を求める意見書 

 

２０１７年４月、文部科学省は、２０１６年度の教員勤務実態調査を公表し、

３割以上の小学校教員と６割以上の中学校教員が、いわゆる過労死ラインに達

する８０時間以上の残業をしたことが明らかになった。 

この結果を受け、同年６月、文部科学省は、中央教育審議会に「新しい時代

の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働

き方改革に関する総合的な方策について」を諮問し、本年１月２５日、中央教

育審議会は答申を取りまとめたが、長時間労働の是正を目的とする教職員の定

数増については盛り込まれていない。 

同答申では、教職員の負担軽減が可能な業務を示すなどして、業務の在り方

に関する考え方を整理しているが、児童生徒に対するきめ細かい対応を犠牲に

することなく、長時間労働の是正を図るためには、教職員の定数増が必要不可

欠である。 

よって、国会及び政府においては、教職員の長時間労働を是正するため、教

職員の定数増を行うよう強く要望する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 

 

平成３１年（２０１９年）３月６日 

 

札幌市議会   
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